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第１回「選択する未来」委員会 議事要旨 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

1. 開催日時：2014年１月30日（木） 9:00～11:00 

2. 場    所：合同庁舎４号館 共用1208特別会議室 

3. 出席委員等 

会 長 三 村  明 夫 新日鐵住金株式会社相談役名誉会長 

日本商工会議所会頭 

専門委員 石 黒  不 二 代 ネットイヤーグループ株式会社代表取締 

役社長 

同 白波瀬 佐和子   東京大学大学院人文社会系研究科教授 

同 深 尾  昌 峰 龍谷大学政策学部准教授 

公益財団法人京都地域創造基金理事長 

同 増 田  寬 也   東京大学公共政策大学院客員教授 

前岩手県知事 

同 吉 川  洋   東京大学大学院経済学研究科教授 

 

 甘  利   明 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

兼 経済再生担当大臣 

  西 村  康 稔  内閣府副大臣（経済財政政策） 

  小 泉  進 次 郎   内閣府大臣政務官（経済財政政策） 

 

（議事次第） 

１．開会 

２．議事 

 （１）委員会の運営等について 

 （２）委員会の論点について 

 （３）自由討議 

３．閉会 

 

（配布資料） 

○資料１ 「選択する未来」委員会の設置について 

○資料２ 「選択する未来」委員会委員名簿 

○資料３－１ 「選択する未来」委員会運営規則（案） 

○資料３－２ 「選択する未来」委員会の公開について（案） 

○資料４ 「選択する未来」委員会の検討体制について（案） 
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○資料５ 当面のスケジュール（案） 

○資料６ 「選択する未来」に向けて 

○資料７ 石黒委員提出資料 

○資料８ 深尾委員提出資料 

○資料９ 増田委員提出資料 

○資料10 岩田委員提出資料 

○資料11 加藤委員提出資料 

 

○参考資料１ アベノミクスを中長期的発展につなげるために（平成25年12月

24日、第27回経済財政諮問会議、有識者議員提出資料） 

○参考資料２ 安倍内閣総理大臣発言（抜粋）（平成26年１月20日、第１回経

済財政諮問会議） 

○参考資料３ アベノミクス正念場となる2014年の取組み（平成26年１月20日、

第１回経済財政諮問会議、有識者議員提出資料） 

 

（概要）  

（梅溪内閣府審議官）ただいまより第１回「選択する未来」委員会を開催する。 

まずは甘利大臣から御挨拶を頂戴したい。 

（甘利大臣）第１回の「選択する未来」委員会を開催するに当たり、一言挨拶

申し上げる。 

 先般、総理から、このアベノミクスを中長期の将来に向けてしっかりと

つないでいく政策を検討し、提言してほしいという要請をいただいた。三

村会長を始め、「選択する未来」委員会の委員におかれては、今後日本の

半世紀先を見据え、それまでに経済環境を中心としてどういう大きな変化

が現れるか。そして、それにどう適切に対処する処方箋をとるべきか。そ

れらを2020年、東京オリンピック・パラリンピックのころを目安として対

応していく。そして、「選択する未来」が我々の意志によっていい方の選

択ができるような処方箋を描いていかなければならないということであろ

うかと思っている。 

 50年後を見据えると、このままの状況が何の変化もなく続くとすれば、

世界の人口は約100億になり、日本の人口は恐らく8,000万人台になる。１

億2,800万人をピークとする日本の人口が8,000万人で順調な経済成長が得

られるのか。そして、社会保障がしっかり対応できるか、あるいは財政再

建と経済成長がどうなのか。今のまま手をこまねいていたら、未来がそう

明るいものではなくなると思われる。 

 しかし、ここで将来を見据えていろいろな対応をしていれば、我々が選
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択できる未来は輝かしいものになっていくのではないかと思っている。そ

うした半世紀先を見据えて、このアベノミクスはおかげさまで順調に推移

をし、今後10年間、名目３％、実質２％の成長に向かって順調に歩みを進

めているが、その延長線上にしっかりとした未来が想定できるように、中

長期の課題について分析をし、処方箋を提言していただき、それを具体的

に2020年までに対応していく、そういうことを考えていきたいと思ってい

る。壮大なプランであるので、是非委員の先生方の英知を結集して処方箋

に導いていただきたい。 

（梅溪内閣府審議官）次に、西村副大臣より御挨拶をいただきたい。 

（西村副大臣）アベノミクスはややもすると大企業のためだけとか、大都市の

一部の強い人のためだけではないかという誤解もある。もちろん大企業も

もう一度再生してもらって、さらに新しい分野に挑戦もしてもらいたいし、

世界を股にかけるグローバル人材とか、新しい世界を引っ張っていく技術

開発、これも我々は応援をしていくわけだが、一方で、日本の各地で多く

の人はそのような最先端のことに携わっているわけではなく、地域のそれ

ぞれのニーズに応えて自分の能力を発揮して、持ち場持ち場でやりがいを

感じながら、生きがいを感じながら頑張っている人は多くいる。しかし、

その地方は人口が激減して成り立たなくなっていってしまうという可能性

がある。 

 そうした最先端のことをしているわけではないけれども、額に汗して一

生懸命頑張っている方々にも光を当てながら、全ての人に未来の可能性を

感じてもらい、そして、それにチャレンジをしていく、そんな思いを持つ

ような議論をしていただければと思う。我々も精いっぱい参加して、将来

に向けて可能性のある未来を是非選択できるように頑張っていければと思

う。 

（梅溪内閣府審議官）続いて小泉政務官より御挨拶をいただきたい。 

（小泉大臣政務官）「選択する未来」委員会ができるに当たって、「選択する

未来」という言葉に対する三村会長の思いを伺った。この「選択する未来」

という言葉には、未来は待っているものではなくて自分たちが切り開いて、

そして、つくっていくものなのだと、だからこそ「選択する未来」という

前向きな言葉を是非使いたいという会長の思いが込められているというこ

とを伺った。 

 まさに政治の役割というのは、一人一人が最大限の可能性を発揮して、

自分たち一人一人に合ったような可能性、未来を選択できる素地、環境を

どうやってつくっていくことができるのか、これが政治の最も大切なこと

の一つだと思うので、今回、この委員会の下に３つのワーキング・グルー
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プもできて、それぞれの分野で専門性の高い皆さんからの議論、どうやっ

て日本の中長期の発展につなげ、構造的な問題を解決していく方法を見出

すことができるのか。私も若輩者の一人として、大変関心を持って議論に

参加していきたい。 

（梅溪内閣府審議官）本委員会の会長については、安倍総理の指名により三村

委員にお願いする。三村会長より一言御挨拶をいただく。 

（三村会長）小泉政務官も言われたように、我々は50年後のことを主に経済的

な側面で考えて、そこに至る道程をつくって、今から20年までにどういう

政策をとったらいいのか。こういうことが我々に与えられた使命だと思っ

ている。 

 使命は極めてクリアだが、それに至る道程、実にアンクリアであり、我々

は相当やわらかい頭と、ある意味では楽しむ心を持って、50年後の未来を

いろいろ考えたいと思っている。50年後の日本も完全にフリーに考えられ

るわけでは当然ない。人口動態というのは50年後の状況も大体決まってい

るわけであって、したがって、完全にフリーではないけれども、相当自由

に考えながらやりたい。 

 恐らく一つあるべき姿というのをみんなで議論して、それに至る道程を

一回考えてみて、それが可能なのかどうなのか。もし、これが不可能であ

ればもう一度元に返るというようなことで考えなければいけないし、その

ためにはアズ・イット・イズ・プランというのか、今の状況がこのままい

った場合に50年後はどんな日本になっているのだろうか。こういうことも

一つ踏まえていかなければいけない。それに対する危機感を持たなければ

いけないと考えている。 

 何はともあれ手法についても、選択する50年後の日本についても、委員

の皆様のいろいろな知恵をお借りしながらみんなで議論していただきたい。

そんなに急ぐことはないと実は思うので、アウトプットは今年いっぱいと

いうことで考えている。しかも、我々の提案が一つの政策に結びつけられ

るという希望があれば、やる気を相当出してやれると思うので、こういう

ことについてもまた配慮をお願いする。 

（梅溪内閣府審議官）続いて、就任いただいた委員を紹介させていただく。本

日出席の委員から紹介させていただく。 

・石黒不二代ネットイヤーグループ株式会社代表取締役社長 

・白波瀬佐和子東京大学大学院人文社会系研究科教授 

・深尾昌峰龍谷大学政策学部准教授・公益財団法人京都地域創造基金理事

長 

・増田寬也東京大学公共政策大学院客員教授・前岩手県知事 
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・吉川洋東京大学大学院経済学研究科教授 

三村会長を含めて本日出席の委員は６名である。欠席の委員を紹介させ

ていただく。 

・岩田一政日本経済研究センター理事長 

・加藤百合子株式会社エムスクエア・ラボ代表取締役社長 

・高橋智隆株式会社ロボ・ガレージ代表取締役 

 全体で９名の委員で構成している。ここでプレスの方々は退室をお願い

する。 

これ以降の議事進行は、三村会長にお願いしたい。 

（三村会長）早速、本日の議事に入る。まず、議題（１）の委員会の運営等に

ついて、事務局より説明をお願いする。 

（羽深統括官）資料３－１を御覧いただきたい。議事の手続その他、委員会の

運営に関して運営規則の案を作成している。第２条第２項では、会長が委

員会に出席できない場合には、会長の指名する委員がその職務を代理する

ということを規定している。 

 次に、資料３－２を御覧いただきたい。委員会の議事要旨は、原則とし

て委員会終了後１週間以内に作成し、公開することとしている。議事要旨

の作成に当たっては、委員の方々の発言について後日確認をさせていただ

くので、よろしくお願いする。また、議事の内容については、必要に応じ

て、会議終了後、会長等が記者会見等により説明するということとなって

おり、本日は会議後、三村会長より記者会見をしていただく。 

 資料４を御覧いただきたい。委員会の下に３つのワーキング・グループ

を設置して検討課題を深掘して議論していただくこととしている。 

 まず、成長・発展ワーキング・グループでは、岩田一政委員を主査とし

て、今後の構造変化を見据えた日本経済の発展メカニズムの構築について

検討していただく。 

 人の活躍ワーキング・グループでは、吉川洋委員を主査として、健康長

寿を実現し、男女ともに生涯にわたって能力を発揮できる環境づくりにつ

いて検討していただく。 

 地域の未来ワーキング・グループでは、増田寬也委員を主査として、人

と活動の集積の効果の発揮とその個性を活かした地域づくりについて検討

していただく。 

 資料５を御覧いただきたい。委員会の当面のスケジュールとしては、本

日第１回を開催した後、２月～３月に検討項目の整理や中長期的・マクロ

的観点の分析を行うとともに、委員会と並行してワーキング・グループに

おいても議論いただきたい。 
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 三村会長からは、年末までに報告をという話があったが、途中の段階で

も、総理の指示もあったように、随時諮問会議にインプットしていただく

とともに、６月ごろ例年「骨太の方針」をつくっているので、それに向け

た中間整理というものの議論を行ってまとめていただければと考えている。

その後、年内に最終報告という流れになると考えている。 

（三村会長）運営規則と委員会の公開、検討体制については説明のとおりでや

らせていただきたいと思うが、よろしいか。 

（「異議なし」と声あり） 

（三村会長）了解いただいた。続いて、運営規則第２条に基づいて、会長代理

を私から指名させていただく。本日は欠席だが、岩田委員に会長代理をお

願いしたい。 

 それでは、議題（２）の委員会の論点について議論いただきたい。まず

資料６に基づき、事務局より説明をお願いする。 

（羽深統括官）資料６を御覧いただきたい。１ページ、先ほど大臣、三村会長

からお話があったように、将来の日本を考えるときに、人口の減少・構造

変化ということがベースになるということで、これに関しては少子化対策

などが必要である。人口が減ることによって、国内需要の縮小、イノベー

ション力の低下、労働力の減少あるいは限界自治体化、様々な課題が生じ

ると考えられる。 

 これに対しては、対応例として、まず発展メカニズムは何でしていくか

という点についての様々な課題。これが成長・発展ワーキング・グループ

で議論いただきたいという内容である。 

 もう一つは、人材の育成や確保あるいは長寿高齢社会をどうやって実現

していくかというような、人の活躍の場をどういうふうに設けていくかと

いう課題。さらに、地域の大きな構造変化に伴って、地域の未来をどうつ

くっていくかという問題、この問題が大きく横たわっているかと考えてい

る。 

 その背景としては、世界経済の構造変化とか、資源エネルギーの制約あ

るいは政府債務の累増といったことも念頭に置きながら考えていく必要が

ある。 

 ２ページは、人口減少についての推計で、このまま出生率が約1.4という

水準が続くと、2060年には人口が約8,700万人まで減少する。2030年に仮に

合計特殊出生率が約2.1に回復する場合を推計してみたが、これはかなり楽

観的な前提であるが、それでも2090年代までは人口減が続いていくという

姿である。これに関して、どう対応していくかという課題がある。 

 ３ページ、人口減少に伴って国内需要も減っていくことが見込まれるが、
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それに関しては海外需要の取り込みということで、アジア経済の割合がこ

れから増えていくので、アジアの需要をどう取り込んでいくか、あるいは

企業の海外進出ということが課題と考えられる。 

 ４ページ、イノベーションで今後の経済成長の鍵となると思う。その際

には、起業の促進とか、外国人人材の活躍など国を開いていくという方向

性が必要ではないかということである。 

 ５ページ、労働参加について、高齢者や女性の労働参加の問題点がある。

これを促していく必要があるのではないか。特に女性の労働力率の上昇に

ついては、出生率との関係で右下のグラフを御覧いただくと、当初は労働

力率が上がると出生率は下がっていくという傾向があるが、ヨーロッパな

どではある段階から反転して、むしろ労働力率が上がった方が出生率は増

えるという相関がある。日本も直近ではそういう傾向が見られるので、こ

の両者は両立できるのではないかというような指摘もある。 

 ６ページ、高齢化の進行に伴って、社会保障給付費が増えていくという

ことについて、制度、財政の持続可能性をどう確保していくかということ

が課題である。 

 ７ページは人口減少に伴う地域の問題であるが、集積を活かしたまちづ

くり、あるいはにぎわいを取り戻して、行政コストを縮減できる可能性な

ども追求していくということである。 

（三村会長）本日は第１回目の会議であり、先行きをどう考えるのか、どうい

うアプローチで物事を考えたらいいのか。これは別に決まっているものは

何もない。したがって、我々の議論の中でこれを進めていかなければいけ

ないという自由度の極めて大きいテーマであるので、逆にいえば、委員同

士でよく議論した上で、方法論あるいは方向性を決めていきたい。 

 したがって、本日は、各委員から、思っていることを述べていただいて、

その中から今後の方向性を決めていきたいと思っている。 

 最初に、石黒委員からお願いします。 

（石黒委員）ネットイヤーグループは御存じない方も多いと思うので、簡単な

紹介をさせていただく。私は1992年にスタンフォード大学のビジネススク

ールに入り、94年に卒業した。そして、シリコンバレーで10年ぐらい自分

のコンサルティング会社をしていた。94年はほぼインターネットの商用可

能年で、Yahoo！とかNetscapeが出てきた、まさにインターネットの草創期

で、シリコンバレーが非常に活況のときであった。そのとき、日米の技術

移転やライセンスなど、インターネットを中心とする新技術をソニーやパ

ナソニックなどの日本メーカー等に紹介する、技術や会社のマッチングと

かをさせていただいていた。 
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 シリコンバレーがなぜこれだけ活況になるのかということを目の当たり

にして、そういった社会を日本でつくりたいと考えて、2000年少し過ぎに

日本に戻りネットイヤーグループを設立した。 

 IT分野では、日米の格差がまだまだ私はあると思っている。ネットイヤ

ーグループというのは、まさにその当時アメリカで起こっていたことを実

現するために作られた会社で、これを実現すれば、今の全ての業態で構造

改革をしなくても、現業のままでも営業利益を各業態で数パーセントは上

げることができると思っている。 

 具体的には、１つは、デジタルマーケティングである。アメリカはマー

ケティングが進んでいる。日本はマーケティングが後進国である。メーカ

ーにしても、流通にしても、どの業態でも、このマーケティングを取り入

れていけば、利益を上げることができる。特に、デジタルマーケティング

という新しい手法は日本人には非常に合ったものだと思っている。工場の

QCのように、改善・改善を重ねていくということもできるし、データとい

うのは日本人の国民性に合ったものなので、このデジタルマーケティング

というのを進めていきたい。 

 配付資料で簡単に紹介している。デジタルマーケティングで強いブラン

ド、強い企業を育てていくというのが私たちの使命である。デジタルマー

ケティング・プラットフォームというのがあるが、この中には企業のホー

ムページとか、実際のリアルな店舗とか、全ての顧客接点を包含して、こ

れでビッグデータを回していくような手法をとる。細かい手法に関しては

ここでは申し上げないが、日本企業というのは、プロダクトアウト型の企

業が多いので、顧客中心に、お客様の行動を中心に一人一人に対してター

ゲットマーケティングをしておくということである。 

 ネットイヤーグループは2008年に上場したが、４社が下にぶら下がって

いるが、そのうちのひとつ、日本技芸を８月に買収した。この目的の１つ

は、私のもう一つの問題点を解決したいというところがあった。それはホ

ワイトカラーの生産性を上げるというものである。先ほど申し上げたよう

に日本は、工場とか生産部門の生産性はものすごく高い一方、企画部門と

か営業部門とかに目を移すと、とにかく長く働いている。これがひいては

女性の参画というものも阻んでいると思うし、時間当たりの生産性に全く

着眼をしていない。成果主義でもない。例えば営業の人の働いているスケ

ジュールからログをとって分析していると、効率よく働いているかどうか

ということが分かる。これもデジタルでできることなので、マーケティン

グに加えて、日本のホワイトカラーの生産性を上げるためのいろいろなア

プリケーションとか方法論をとっていきたいと思っていて、ネットイヤー
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グループというのは、その２つのことを実現するためにつくった会社であ

り、これを広く普及させたいと思っていて、先ほど申し上げたように、こ

れは全ての業種、業態でできることである。 

 この委員会では、様々な変革、ITでいうとハードからソフト、そしてサ

ービスへの転換とか、女性の活用とかを促進することを提案していくこと

になると思うが、私の議論は、まず今の業態のままでも、各企業はホワイ

トカラーの生産性に着眼すること、そして、遅れているマーケティングを

しっかりやることによって営業利益が数パーセント上がる。その集大成が

GDPだと思うので、現業をやっていても上げられる伸びしろがあることに着

目してほしいというのが私の第一の主張である。 

 そのほかに、私ができることは、シリコンバレーと日本の違いとか、起

業やイノベーションがある。起業が起こらない日本、これを起こすための

仕組みづくりなどで、お金の流れもそれに含まれることに気づいていただ

きたい。最近は、マザーズ市場はまた活況を呈しているが、これでも上場

でできる資金調達はアメリカの恐らく10分の１、もしくは100分の１ぐらい

である。そこに投下されるベンチャーキャピタルを始めとするIPO前の資金

調達も、統計学的にいうとアメリカは日本の20倍。どれだけ技術があって

も、このお金の流れがなければ、IT分野で世界に勝つことはできない。今

ITの世界でトップに立っているのはAmazonやFacebookやGoogleなどのプラ

ットフォーマ―であり、実はそこには資金調達の大きな差があるというこ

とを御認識いただきたいと思う。幾ら優れたソフトウェアをつくっても、

そこにかけるハードウェアには莫大なお金が必要である。どんなに優秀な

エンジニアがいても、このお金がなければアメリカに勝つことはできない

ので、そういった流れをつくっていくこと。さらにイノベーションを促進

するためには、私は多様性とコミュニケーションが必要だと思っているの

で、会社の中に新しい、具体的には女性とか、プラス移民を含む人たちが

一緒になってコミュニケーションをできるようなシステムをつくっていく

ということがもう一つの方法だと考えている。 

（三村会長）では、白波瀬委員お願いします。 

（白波瀬委員）私の専門は社会学で、その中でも特に人口変動と社会の構造的

な変化について、実証的な研究を進めてきた。 

 まず、この会に参加させていただくことになり、少々意外で戸惑いもあ

るが、私なりに貢献できればと考えている。本委員会のテーマである「選

択する未来」というのはとてもよい。現在というのは枠組みとしてすでに

存在しているが、未来を積極的に選択していくというのは、自ら選び、こ

れからの社会に向かって能動的に働きかけていくという非常に大切なメッ



10 
第１回「選択する未来」委員会 

セージだと感じる。その意味で、必然としての未来に甘んじることなく、

50年後をも射程にいれて未来を語る意味は大きい。具体的には、今年生ま

れた子が50歳になるというときにどんな社会にするかを考えて、今を語り、

直面する諸問題に取り組むという考え方でこの会が結成されたと理解して

いる。 

 社会のパイをどれくらいに想定するかは成長という観点から重要なテー

マであり、どの程度のパイの拡大を狙うかも政策を設計する上で重要であ

ろう。ただ、そこでより重要になってくるのが、そのパイをどう分かち合

うかということである。見えざる手に任せて自然の摂理に従うだけでは、

活力あるこれからの日本社会を達成することはできないであろう。つまり、

我々がどのような基準をもってどう配分をしていくかという意思決定は、

将来に向かってどのような社会にしていくかという理念の元に運営される

のが望ましいと考えている。もっとも、将来は不確実なことが多く、一寸

先は分からないというのが現実なので、想定したことが必ずしも最善の結

果を生むとは限らない。しかし、あまり場当たり的な対応を繰り返すと、

即時的な損得論が目立ってくる危険がある。また、将来の人材となる子ど

もたち・若者については、たとえ教育を通して投資をしてもその効果が現

れるまでに時間がかかるというやっかいさがある。良かれと思ってやった

ことも子どもたち･若者に悪い影響がある時点では出るかもしれない。また、

結果には勝ち負けがつきものだが、その結果をどの程度継続させ、再チャ

レンジの可能性をどこに、どの程度組み込むかが重要な課題となる。やは

りそういう意味では、人材育成に向けた投資も、短期的効果と中長期的効

果を組み合わせた制度設計が必要だと考えている。 

 異なる時間軸、基準をどのような組み合わせで制度の中身に組み込むか

は、言うのはたやすいが実際は難しい。これまで、疾病や所得損失といっ

た社会的リスクを年齢によって整然と設定した上に、社会の諸制度が設立

されてきた。しかしそれがいま、年齢の違いだけに留まらない、同じ年齢

層内のリスク格差に対応しなくてはならない。年齢を超えた人々が抱える

異なるリスクを社会という枠組みでどう支えて、あるいは、個々人が持っ

ている異なるエネルギーをどういうふうに後ろ押しして最大化していくの

かというのが、未来を選択する上では重要になってくるのではないか。 

 そういう意味で人口減少や出生率についてはまさに私の専門で、本日御

提出いただいた資料６の２ページを見ても、しばらく将来にわたって全体

人口が減少する傾向が確認された。確実に到来するであろう未来を、どう

いう社会になって迎えるかは我々の手にかかっている。 

 さらに、人口とは基本的に人々の頭数に着目するが、具体的な人々の暮
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らしは、家族/世帯、そして近隣/地域で営まれている。マクロなレベルで、

多様な個人個人を包み込むような社会というのは、これから必ず大きく成

長できる社会だと思う。 

 人口変動という点では、日本というのはかつてどの国も経験したことが

ないような高齢化を経験しているので課題先進国であって、どの国も提示

したことがないようなモデルをつくらなくてはいけない。そういう意味で

は諸外国からの注目は非常に高く、これまで日本は欧米の後を走ってきた

のとは反対に、次はこのグローバルな時代を本格的な高齢社会像として牽

引しなければいけない立場にある。そういう意味では、はじめに三村会長

からもあったように、柔軟な頭というか、大胆な発想とリスクを恐れない、

大胆な決断が常に求められているし、それができる潜在力はあるのではな

いかと思っている。 

 最後に１つ、女性の活用ということもあったが、専門が格差ということ

もあり、一言申し添えたい。男女に関わりなく、将来活躍する人材がどん

どん伸びていけるような環境の設定が必要である。上澄みの限られた女性

層のみならず、これまで貴重な潜在能力を十分活用してこなかった多くの

女性たちを全体として底上げしつつ人材育成の政策を展開していただきた

い。事実、働く女性の多くが低賃金のパートタイマーで働いているという

現状がある。この現実を決して見過ごすことなく、教育の場や企業におけ

る人材育成を進めることが重要になる。高い潜在能力を最大限に生かすこ

とができる社会になれば、50年後の未来も決して悪くないと思う。 

（三村会長）深尾委員、お願いします。 

（深尾委員）まだ30代ですが、こういう場に若輩者が機会をいただけたことに

感謝申し上げる。 

 私の提出資料は、資料８で課題と思っていることを少し箇条書きにまと

めてきた。私自身はもともとNPOやソーシャルビジネスの世界で生きてきた

人間である。阪神・淡路大震災を契機に、私自身の人生も変わった。NPO

がもっといろいろなことができるだろうという可能性を信じたいと思い、

日本で初めてのNPO法人のラジオ局を設立したりした。そこでは例えばいろ

いろな人が情報発信をできる。要はマスメディアだとなかなかいろいろな

人が発信はできないのだけれども、例えばここで面白かったのは、中学生

がお年玉の残りを握りしめてやってきた。放送部の中学生だった。放送部

の顧問の先生が代わって検閲型の先生になって、お昼の放送ができなくな

った。彼らにとってはそれが生きがいで学校に行っていた。 

 放送ができなくなって、いろいろなことを言ってはだめだとか、この音

楽はかけてはだめだとかということを言われてしまうと、彼らの思う番組



12 
第１回「選択する未来」委員会 

発信ができなくなった。彼らはお年玉の残りを持って、うちの放送局は３

分1,500円の放送ができるから、放送させてくださいと言ってきた。 

 そういうふうにいろいろな立場や、子供や、病気に冒されている人や、

いろいろな職業に就いている人たちが、このラジオカフェという放送局で

は放送してくれている。こういう仕組みをつくって、みんなが情報発信を

することになって元気になろうという仕組みをつくった。また、京都地域

創造基金というコミュニティ・ファンドをつくることで、様々な地域の課

題に取り組む人たちを応援しようというようなことをやってきた。 

 2012年は、非営利型の株式会社をつくって、地域づくりとかエネルギー

の問題を総合的に考えて、総力戦の地域づくりをどうやっていくかという

ようなことの取組を始めている。 

 さて、課題意識だが、まさしくモデルなき時代を生きていると思う。こ

れは学生たちと接していても非常に強く感じる。価値観が非常に多様化し

ているし、そこにモデルなき時代をどう捉えるかということはあるが、地

域社会も若干の閉塞感を抱えているというのも事実である。 

 ただ、「選択する未来」という言葉は私自身も聞いたときに少しぞくぞ

くとした。政務官も会長も自分たちがどういう選択をするかによって未来

が開けるとおっしゃった。それは同時に常識を疑うことが必要なのだろう

と思う。これまでのあり方、特にこの40年間ぐらいの私たちの社会のあり

方と、これからの40年、50年のあり方ということは、いいところは引き延

ばしながら、常識を疑いながら、どういうふうに地域社会をガバナンスし

ていくか、経営していくかということは、非常に大事だろうと思う。 

 例えば、地域の担い手がいないという話は、実は今までのセオリーとい

うか、今までの担い手論でいくといない。例えば町内会・自治会みたいな、

今までそういう地域を統治してきた仕組みの中では、そういう担い手はい

ないわけだが、一方で様々な人たちが地域の問題を考え始めているし、グ

ローバルな企業も地域化しようということで、いろいろな努力をし始めて

いる。そういう今までの担い手とは違う担い手をどういうふうに地域の力

にしていくかということが非常に大事になってくる。また、自己有用感を

持ちにくい社会というところでいくと、本当に格差が広がっている部分も

あって、例えば今私も京都の中で生活保護世帯が多い地域で、中学生たち

といろいろとコミュニケーションをとる事業をやっているが、あきらめて

いる。私はもういいのだと。本当は勉強したいのだが、家に帰っても飲ん

だくれの親父がいて、勉強していると怒る。そういう環境で育っている子

たちは、どうせいいのだと、私はもうどうせ生活保護で生きていくのだと

いうことを公言してしまうような若い10代の子たちがいる。 
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 これは彼らの本音ではない。だから、学習する場をみんなでつくれば、

大学生たちが一生懸命つくれば、そこに照れながらもやってくるというと

ころがある。ある意味で、そういう場をつくれるかどうかということは非

常に大事で、女性もそうだが、若い人たちもそうで、高齢者もそうである。

自己有用感を持ちにくい社会なので、そういう個々の人の能力を活かせる

環境というものをどうつくっていくか。それが地域の持続性を高めていく

のではないかと思う。 

 これは知恵の力だと思っているので、いろいろな人たちがいろいろな知

恵を寄せ合えるような環境というものを地域の中につくっていく。これは

コンパクトシティをつくっていくという中での道筋の中できちんと考えて

いかなければいけなくて、単に集積をすればいいということではなくて、

生き方や暮らし方みたいなものの議論や、地域の底力、ポテンシャルをど

う生かしていくかということを実際に考えていかなければいけないのだろ

う。そういう意味で、総力戦の地域づくりだと思っている。 

 これは当然企業というものの立ち位置が、地域の中では、特に中小企業

の立ち位置が変わってきていると思う。儲ければいいという存在の中小企

業だけではなくて、その地域を発展させないと自分たちの商いや生業が成

り立たないという深刻な状況にあるわけだから、まさしく先ほども課題先

進国とおっしゃった地域の課題、社会の課題をビジネスに取り込みながら

成長するというようなモデルが非常に大事なのだろうと思う。 

 あと、今、私もいろいろな地域で地域づくりに関わらせてもらっている

と、「起業」もそうなのだが、若い人が地元に帰って仕事につけるという

意味での「帰業」ができる地域社会をどうつくっていくかということも非

常に大事だと思っている。地域の産業をどういうふうに持続可能な形で発

展させていくかというようなことだと思う。 

 最後のページ、「地域を経営する」という観点で見て、何が必要かと考

えたときに、私は社会投資市場を形成するということが非常に大事なので

はないかと思っている。シンガポールなどでも少し検討されたようだが、

そういう中小企業のイノベーション、これは単にNPOに資金を回しましょう

ということではなくて、地域の中でお金を循環させる。もっとダイナミッ

クにSRIなどを循環させるような仕組みを構築する必要がある。マザーズの

次はこれなのではないかと実は思っている。 

 社会課題の解決をビジネスに取り込みながら成長していくとか、集積後、

安心して暮らせるというようなもの。先ほどおっしゃいました課題先進国

で人口減少、高齢化というモデルをきちんと示していく。そのときに力を

活かしていったり、知恵を活かすためにどうお金を流通させるか。そうい
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うSRI市場みたいなものを日本の中でどう巻き込みながら、そういうものを

地域の成長戦略の中でどう入れていくか、どう突き抜けさせていくかとい

うことは非常に大事なのではないかと思っている。 

 こういうある意味で先を見越したときには、社会投資市場みたいなもの

を形成していかなければいけない。これは信用金庫等の地域金融機関の平

均預貸率が50％近くを推移している中で、地域にお金がないわけではなく

て、お金が回っていないわけである。そういう回る環境というものをつく

らないと、地域の中では地域社会がどんどん疲弊してしまう。知恵があっ

たり、力があったり、やる気があったりする人たちがそういうお金の流れ

をきちんとつかみながらビジネスができる、事業ができる。そういうこと

で、結果、安心して暮らせるというような循環、社会投資市場みたいなも

のを形成する、それは非常に大事ではないかと思っている。 

 ２番目は人をつくるということである。今、地域と大学の連携が盛んに

言われ始めていて、そういうものが促されている。これをもっと促してい

きながら、コミュニティ・イノベーションを促進していくということと、

あとグローカルという言葉を私たちも使っているが、要はグローバルな視

点を持ったローカルで活躍していくような「地域公共人材」というものを

育てていくことが必要であろうと思っている。ワーキングのところでこう

いうことを積極的にワクワクしながら議論ができればいいなと思う。 

（三村会長）増田委員、お願いします。 

（増田委員）資料９に人口減少問題の資料をお持ちした。この趣旨は、昨年の

12月発売の「中央公論」に、人口減少の実態を地理的空間に落として、そ

の中で一体、日本全体の姿がどうなるかということを発表したので、その

エッセンスをお持ちした。これからの人口問題が先ほどの三村会長の話に

も大きな前提になるのだろうと思っているので、そのさわりの部分をお話

ししたい。 

 これまでは、先ほどの内閣府の資料等も含めて、我々は日本全体のマク

ロの姿で人口がこういう形で減っていって、将来8,000万台になるというよ

うなことを言っていたが、その先には5,000万を切るかもしれないという話

だったのだが、昨年の３月に社会保障・人口問題研究所の５年ごとのデー

タが発表されたので、ちょうど人口減少が５年前の2008年以降、昨年の2013

年で非常にデータが顕著になってきたので、それを分析する。後で申し上

げるが、そのデータにもう一つ我々が着目したのは、日本の中での人口移

動である。東京に人が地方から集まってくるということが、この人口減少

の傾向に拍車をかけることによって、全国で私の推計では2040年プラスち

ょっと先に500以上の市町村が消滅するのではないかと思っている。 
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 資料１ページが合計特殊出生率と出生数の推移であるが、2005年の1.26

ショックがあって、今1.41までは直近、やや出生率が回復している。これ

が全く安心材料にならないというのは、出生数はずっと継続的に低下して

いる。要は母数の子供を産む人の数掛ける出生率なのですが、その出生率

が多少上がったぐらいでは産む人の数が極端に減っているという現状があ

るので、この率ではなくて、母数の数を問題にすべきである。そこを正確

に捉える時期に来ているということだと思う。 

 ２ページでは、人口減少を年代別に分けてみた。全体としては減るわけ

で、この紫が中位推計の2040年、2060年、そして2100年ぐらいまでの減少

の数字で、84、68、45となっているが、年代別に見ると、当面65歳以上が

131になって、2040年までずっと増えるので、ここの増加で全体の様相が少

し隠されているのだが、０～14、そして15～64、ここがぐっと減っている

という、ここをよく捉えなければいけない。 

 あとマクロではそういうことだが、段階的に第２段階、第３段階と書い

ている2040年あるいは2060年以降の姿というのは、実は地方の多くの地域

でもう既に、現在現れている。全体の姿に対して30年、40年先の姿が地方

ではもう出てきているということをどう考えていくのかというのが我々の

ワーキング・グループの主要なテーマだと思う。 

 ３ページ、手遅れになればどんどん傷が深くなるということで、３ペー

ジの下のところに表が書いてある。先ほどの羽深統括官の説明は、2030年

に出生率が2.1になる、そのときの説明にもあったように、こんなことはあ

り得ないぐらいの急激な上昇なのだが、もし仮にそうなったとしても人口

が安定するのは60年かかって2090年になってしまう。しかも2.1に急激に回

復させるという手段は、あれほどやったフランスでももっと時間がかかっ

ているということであるので、大変難しいのだろうと思う。ゼロ歳児しか

生まれていない。いきなり10～20歳児が生まれたらいいが、そうではない

ということがこの問題の難しさだと思う。 

 ４ページ、実は後で専門の白波瀬委員のお話もいろいろお聞きしたいの

だが、大都市圏への人口移動が、地方での人口の減少にさらに拍車をかけ

ている。これは過去から見ると、いわゆる高度成長期、第１次人口移動期

としているが、オイルショックごろまで、これは御案内のとおり、地方か

ら相当多くの人が三大圏それぞれに移っていったわけである。その後、バ

ブル期、大体1980年ぐらいから92～93年ぐらいまで、これがバブル期で、

ここは以前ほどではないが、地方から人が移っていった。その移り先は東

京で、関西や名古屋にはもう人は行かずで、全部東京だった。その後にち

ょっと小さい山があって、1997、1998年ごろから、だらだらと今まで人が
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地方から東京に移っている。これは多分東京が冴えていたわけでもなくて、

デフレ下で東京も大したものはなかったが、地方ではもっと食えないとい

うことで人がだらだら移っている。実はこれが今も続いているのではない

かと思うが、こういう人口移動があった。これは調べてみると、ほとんど

20代、30代の若い層が移っているということが特徴である。 

 ５ページ、やはり今までの傾向からお分かりのとおり、東京は全国から

人を集めている。大阪とか名古屋とか、ほかのところは近隣から移ってき

ている人が多いが、東京は全国から人が集まってきているという特色があ

って、しかし、この様相というのは世界的に見るとどうなのかなと思って

見ると、ニューヨーク、ロンドン、パリ、ベルリン、ローマ、いずれも国

民全体の中での人口のウエートはずっと戦後一貫して変わらない、あるい

は逆に下がっている。その中でなぜか日本の東京だけがずっとウエートを

高めている。これは世界的に見ると特異な現象なのではないかと思う。 

 ７ページ、これも御案内の資料だが、東京に若い人たちが出てきてしま

うと、諸般の事情で東京の出生率は1.09、極端に低いわけで、ここの部分

は何も日本だけではなく、シンガポールも、ソウルも、いわゆる稠密な大

都市、首都は住宅も狭くて教育にもお金がかかる。それから保育も大変で

ある。いろいろな諸般の状況で子供を２人、３人欲しいと思っても１人で

断念する、あるいは仕事の関係で結婚しない人が増えているといったよう

なことで、東京の出生率だけは極端に低い。沖縄が1.90、大変高い。沖縄

は必ずしも経済状況がいいわけではないが、それと調べると島嶼部は２以

上のところが多くて、必ずしも経済的な豊かさの数字と関連しているとい

うことでもなく、実質の生活が豊かなのかどうかといったようなことだと

か、それと周囲の助けだとか、そんなことでこの数字が決まってくるので

はないかと思う。いずれにせよ、沖縄を除くと、その次に高いところが1.68。

世界的に見れば、フランスは２を超えている。スウェーデンだって1.90。

ですから、決して高くない中で全国平均が1.41になって安心するなどとい

う状況では全くないということであると思う。 

 ８ページ、今まで言ったことを言葉で図示してある。人口移動を政策的

にストップをかけるようなこともある程度必要だと思うが、これまでは、

地方から３大圏に若い人たちが移っていく。ですから、地方を見ると、若

い人たちが流出をし、全体的には低出生率だから人口が地方は減る。３大

圏のほうには若い人たちが移っていくが、そこは先ほど言ったように東京

では、超低出生率だから、国全体として見ると人口がぐっと減る。こうい

う構造にこれまでずっとなってきたのではないかということ。 

 しからば９、10ページだが、東京への人口移動というのは収束するのか
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どうか。これまでの雇用情勢、地方の有効求人倍率と東京の有効求人倍率

の実際の数を割ったもので比較すると、東京だけが経済的に引っ張ってい

くということになると、地方からどんどん東京に人が来る。 

 10ページは所得だが、所得の格差がずっと東京との間で開けば開くほど

人口が東京に来る。ある種当然の結果である。 

 11ページだが、そういう中で就業者数だが、私の経験からも地方で働き

やすい場というのは、医療・介護、この現場というのは若い人たちが入っ

ていきやすい。デイサービスだとか、介護現場などは入っていきやすい。

今までそういうニーズも高かった。だから、2005年～2010年までを見ると、

各県ともほとんど介護現場、医療現場でニーズがあったが、それ以外の産

業は全部各圏とも就業者数を減らしているということ。 

 12ページは、地方の拠点都市で紫のウエートが高くて、医療・福祉分野

で人を欲していたということがあった。 

 ところが、13ページを御覧いただくと、これは昨年私がメンバーであっ

た社会保障制度改革国民会議、８月に結論をまとめたが、そこに４月に提

出した資料である。社人研の３月公表データを使って２次医療圏ごとに将

来の予測をした。そうすると、左側の日本地図だが、2040年になると、北

海道から始まって、中国、四国、九州とブルーの色で書いているところは、

今の医療体制あるいは介護体制でいうと、年寄りがもう亡くなってしまう

ので相当余ってくる。足りないのは圧倒的に関東である。考えられるのは、

北海道とか中国、四国、九州で介護資源が余ってくる、その従事者たちが

東京のほうに来るという動きに拍車がかかる。東京は介護が大変厳しくて、

これは高齢者が2040年に1.67倍、神奈川、埼玉は２倍ぐらいになるし、施

設をつくるわけにもいかないし、地域包括ケアも隣近所とのつながりが断

ち切れているのでどうするかという大変頭が痛い問題がある。全体的には

そういうことで東京への人口移動がかなり行われるであろうと推測される。 

 そうすると、14ページ、ここで地理的に日本国土の中の空間で落とし込

んでみると、人口移動がなくても若い女性の数が減って、二百数十の市町

村は2040年で消滅してしまうだろうということなのだが、今の人口移動を

考えてみると、大体若い人たちの人口の３割ぐらいが動くのではないかと

考えると、なんと896の自治体、全体は今1,719ですから、半数近くが大分

厳しい。出生率を2.8とか2.9ぐらいまで上げないと落ちつかない。ただ、

現実には３近く上げるのは難しいと思う。あれだけやったフランスが２だ

から、そうすると、ここが国家の危機で、右側の緑の2040年時点でもう既

に１万人未満になっている自治体が523ある。全体の29.1％、３割の自治体

は、地理的空間で落とすと、2040年プラス５年、６年、７年、マックス10
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年ぐらいの間には消滅してしまうのではないか。そういう推測が成り立っ

たわけで、これを公表した。 

 15ページ、最後である。都道府県ごとに今のことを、特に右側の赤い棒

グラフがその市町村の数で、全体の数を見てみると、軒並み、私が知事を

していた岩手も8割以上の市町村が消滅の危機に瀕している。残るのは、人

口数が多い、盛岡とか本当に限られているところ。秋田が大変厳しいが、

こんなことが考えられるということ。 

 要は、これをどうするのかはまさに私が担当するワーキング・グループ

の中での議論だから答えを持ち合せているわけでもないが、地方の人口推

計から見た現実を踏まえて考えていく。それから、一方で、このことは東

京のことも考えなければいけない。東京は首都直下地震だとか、高齢化に

よる介護の体制などはほとんどとれないのではないかという大変リスクを

抱えている。 

 私は人口移動というのは、政策的に抑えるということが必要ではないか

と思いつつ、一方で、その場合に東京に若い層が来ない場合の東京の姿と

いうのを本当に描けるのかどうか。移民ということが現実問題として出て

くるのではないかと思うし、地方が消滅の危機にあって若い人がどんどん

出ていくことを抑えるということは、一方で東京のリスクを浮き彫りにす

ることだから、マクロの視点でバランスのとれた国家戦略が必要であると

同時に、ミクロの積み上げた地域戦略ということを考えなければいけない。 

 私のワーキング・グループでは、とても私の能力は及ばないところだが、

深尾委員を始めいろいろな委員の方がいるので、ターゲットは主に地域と

いうことになっているが、もう少し視野を広げて、そのときの東京の姿も

含めて全体を考えていきたい。ただ、大変荷の重い課題なので、三村会長

以下、全委員のいろいろな知見あるいは政府のいろいろ検討の成果といっ

たものをお借りして、できるだけ議論をまとめることができたらいいなと

思っている。 

（三村会長）これをよく分析すると、要するにアズ・イット・イズ・プランと

か、今言った場合の問題点が極めて浮き彫りになる。日本全体のこととい

うよりも地方のことも踏まえた中身である。 

（増田委員）地理的空間でそれぞれを見ていかなければいけない。 

（三村会長）吉川委員、お願いします。 

（吉川委員）私は自分のワーキング・グループの１つのテーマである平均寿命

についてずっと関心を持ってきたので、少しお話ししたい。 

 先ほどから出ている人口減少、平均寿命の伸びというもの、実はこれも

人間の歴史の中から言うと比較的新しい新思潮と言ってもいい話だろうと



19 
第１回「選択する未来」委員会 

思う。先進国について、19世紀の中ごろくらいから始まったということだ

と思う。つまり、先進国では一人当たりの所得が伸びる、経済の世界の言

葉で言えばおおむね一人当たりのGDPが伸びる、大体そういうようなことだ

が、そういうときに何が起きるかというと、長い人間の歴史の中では、人

口が増えるということだった。これは皆さん御承知のとおり、野生の生物

であれば自然の摂理とも言っていいわけで、もちろん、普通の生物の場合

には所得とは言わないが、おおむね個体数当たりの食料が増えれば、あと

は天敵や何かがいなくなるということも関係するが、個体数が増える。人

間でいう人口が増えるというのは自然の摂理と言ってもいい。 

 我々経済学の世界でも200年前、皆さんも名前は御存じのアダム・スミス、

リカード、マルサス。我々は古典派経済学と言っているが、彼らが公理と

して認めていたのは、一人当たり所得が増えれば人口が増える。こういう

ことだった。それが19世紀の中ごろ、先進国の話だが、所得が伸びる中で

必ずしも子供を産まない。つまりは、そういう選択が始まったということ

で、と同時に、平均寿命の伸び。これも私が知る限りでは、野生の生物で

はあまりないのではないかと思う。人間特有と言ってもいいのかもしれな

いが、個体、一人一人の個人の平均寿命が延びるということが始まったわ

けで、これも繰り返しだが、人類の選択だったのだろうと思う。 

 さて、我々日本の平均寿命ということだが、20世紀100年、日本の平均寿

命というのは極めて先進国の中で特徴的な動きをした。これは先ほどから

先進国と繰り返し言っているが、平均寿命を考えるときには先進国と途上

国とを分けないと、２つ違うジャンルがあると言わざるを得ない。現在で

も日本の平均寿命は80歳少しを超えて世界一だが、一番短い国々、アフリ

カの赤道直下の国々だと思うが、少し前に40歳になったということではな

いか。本当に少し前までは38歳とかそういう感じだったと思うから、直ち

に比べられない。 

 ですから、先進国ということだが、さて、その先進国グループの一員と

しての日本の平均寿命だが、20世紀は前半と後半で全く違う動きをしてい

る。つまり、どういうことかというと、20世紀の前半、日本ではおおむね

戦前と言ってもいいが、ほとんどの先進国ではなだらかに平均寿命は伸び

ている。ところが、日本では全く伸びなかったという、先進国グループの

中では全く異様な姿であった。かつ、女性の平均寿命の方が男性よりも短

いという時期も20世紀の前半に日本ではあったくらい、日本の平均寿命の

動きは異様であった。結果として、戦争が終わった後も1950年ぐらいの平

均寿命を見ると、日本の平均寿命は先進国の中では最も短い国であった。

つまり、アメリカよりももう少し短い、ヨーロッパの主要国よりも平均寿



20 
第１回「選択する未来」委員会 

命は短い国ということであった。それが現在、我々全ての日本人が知るよ

うに、日本の平均寿命は世界一になった。これは20世紀後半、いわゆる戦

後の日本社会の選択ということであったと思う。 

 私自身は、まさにグレートアチーブメントだったと思っているが、主と

して３つの要因によると考えている。 

 １つは、日本の医学の水準、医療関係者の努力というものが当然あった

と思う。 

 それから、一人当たりの所得がやはり順調に伸びていった。様々な関連

した技術、そうしたものが進んでいった。これは分かりやすいが、家のつ

くりというようなもの。昔の雨戸というのは隙間風が入ってくるような建

物だったが、現代的なサッシというもので隙間風が入ってくるというよう

なことはなかった。ちなみに、隙間風という言葉を出したが、これは平均

寿命、乳児死亡率とも大いに関係するが、やはり戦後になっても東北諸県

での乳児死亡率というのは極めて高い。それは家の立て付けや何かが悪く

て隙間風が入ってきて乳児が肺炎などを起こし亡くなってしまうというよ

うなことだったが、ともかく一人当たりの所得が順調に伸びて、様々な技

術の成果が活かされたということが２番目。 

 ３番目は、詳しいことは申し上げないが、やはり社会保障、皆年金・皆

保険が平均寿命の伸びに大いに貢献したと思っている。 

 平均を語ったが、恐らく都道府県、地域、所得別の格差も縮めたと思う。

乳児死亡率の場合には、都道府県の統計はきちっとあるから、明らかに格

差が縮まったということをきちっと言えるが、もう少し、同じ年に生まれ

た所得水準の異なる人々の平均寿命というようなもの、こういうものの調

査というのは日本では進んでいないが、イギリスなどではあるが、恐らく

日本で大きく格差が縮まってきたと思う。 

 申し上げたいことは、平均寿命というのは人間のウェルフェアの一つの

重要な指標だと考えられるが、これ自体、極めてソーシャルなものであっ

て、我々の住んでいるこの日本では、今お話ししたとおり、20世紀100年間

にドラマティックな変化をして現状まで来ている。これは、この委員会の

名前である、まさに我々の先輩たちの選択ということ、その成果だったと

思う。 

 今、デモクラフィーについて様々な問題が生じているというお話もあっ

たが、この委員会、50年先を見通すということなので、平均寿命を今日お

話ししたが、健康長寿、私のワーキング・グループの大きなテーマとして

いただいているが、このことについてもワーキング・グループでも大いに

議論をしてみたいと考えている。 
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（三村会長）皆さんの議論に移る前に、あと資料を提出してあるものを先に御

説明いただく。 

（羽深統括官）簡単に御紹介する。岩田委員から資料10があるので、御覧いた

だきたい。委員は長期展望の推計をされており、２ページ、その基準シナ

リオ、これまでと同様の緩やかな改革を実施した場合に、成長率が平均し

て0.1％の成長と停滞気味の成長になる。2050年には経済規模が５位に転落

するというのが１つのシナリオとしてあるという話。 

 一方で、改革シナリオが６ページで、改革を３つの分野で大きく推進す

るということで、市場開放、女性の活用、起業・労働市場改革という改革

を実施した場合には、2050年まで平均して1.3％成長が達成できるのではな

いかという試算をしている。 

 ５ページを御覧いただくと、その場合、一人当たりの国民総所得が2010

年だと日本は約４万ドル程度だが、成長シナリオだと約８万8,000ドル、停

滞シナリオの場合は5.4万ドル、破綻の場合は3.9万と、2050年の推計だが、

このようなシナリオを描いている。 

改革シナリオについては７ページ、TPPと開放経済。８ページが女性の活

用を軸に人材大国。９ページがイノベーションの必要性。10ページに、そ

の場合の人口規模と生産年齢人口の維持ということで、子育てについてフ

ランス並みの環境を整備すれば出生率を1.8まで回復することができるの

ではないか。ただ、費用は８兆円程度という計算をしている。あるいは毎

年20万人程度の移民受け入れを2050年までに実現することとしてはどうか

というような御提案もある。以下、資料の説明は省略させていただく。後

ほど御覧いただければと思う。 

 資料11がエムスクエア・ラボの加藤委員の資料である。加藤委員は、農

業のいわゆる六次産業化といろいろな産業とを組み合わせて農業を活性化

しようというプロジェクト、会社をやっておられるということである。 

 １ページ、農業リアルシンクタンクということで、農業にいろいろなも

のを掛け合わせることによって様々な付加価値、事業を創造していくとい

うことができるということで、こういう事業を進められているということ

である。そのためにITを活用したり、様々なマッチングだとか、PDCAサイ

クルを回してブランド化をしていくというようなことに取り組まれている。 

（三村会長）これからが難しい局面で、さて、我々はまず１つ、どういう未来

を選択するのかというテーマ、これに対してどう議論するのか。 

 もう一つは、先ほど言ったように、我々がただ単に議論しているだけで

はいけないので、最終的には政策マターに落とし込む。そうすると、何ら

かの体系的なアプローチが必要だと思うので、どういうアプローチでこれ
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をやるのか。こういう２つのテーマなのだが、いかがか。何でも結構であ

るので、どうぞ。 

（石黒委員）委員の方々の御意見を今伺って、「選択する未来」に何を描くか

ということが疑問に思った。というのは、特に人口動態のお話を伺って、

私はそこの知識はそんなになかったのだが、このままいけば非常に悪い未

来が待っているとすれば、この非常に厳しい未来というリスクをなくすよ

うな政策づくりをすべきではないかと思った。これまで、私は他の省庁で

も委員を複数やらせていただいたが、比較的遠慮しながら意見を言ってき

た。しかし、今回は、人口が8000万人に減り、しかも、出産をする女性の

プールがない、人口増加のために何十年と待たなくてはいけないというこ

とになってくるとすれば、例えば極論のようなもの、具体的には例えば結

婚制度のあり方とか、卵子とかを保存しておくとか、そういうようなこと

も議論の幅をもっと大きくしておくべきなのか、もしくは、非常に常識的

な議論をすべきなのかということを疑問に思った次第だ。議論の前に、そ

の方向性を合わせておいたほうがいいのではないかと思う。 

（三村会長）石黒委員はどちらをすべきだと思うか。 

（石黒委員）私は非常に議論の幅を広げるべきだと思う。何十年の間に変わら

ないということがあるとすれば、それを変えなくてはいけないという視点

に立って議論をさせていただくのがいいのではないかと考えた。 

（三村会長）それはある意味では危機意識との裏返しだと思う。どれだけ我々

の状況が、要するにアズ・イット・イズ・プランと言うのだが、このまま

放置しておいた場合にはどういう日本になるのか。この日本を我々が選択

するというのなら、それはそれで１つの選択であるが、私どもはいないわ

けだが、若者にとってそれでいいのかといったら、そんなことは絶対ない

と思う。 

 ですから、今おっしゃった話は、要するに今のまま放置した場合の日本、

それに対する危機感、これをどの程度深刻に捉えて、それに対してどうい

う対策があるのかということの裏返しだと私は思う。 

（石黒委員）経営をしていると、経営者の役割というのは、とにかくリスクを

考えることだと私は思っている。会社において、社員の評価制度はすべて

前向きな評価制度であるため、リスクを考える役割は経営者にしか落ちて

いない。国のトップも同じで、リスクが少しでもあれば、それをとにかく

潰していくというところを視野に入れるべきだと私は思っているので、そ

ういった議論もさせていただきたいと考えている。 

（白波瀬委員）議論の幅ということは確かに大切だと思うが、このままいけば

お先は真っ暗という議論になる。危機意識の共有というのは非常に重要で、
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それが世の中を変える「力」になる。このままでは何とかしなくてはいけ

ないという危機意識は、少なくともこの場にいる方にはあると思うが、問

題はできるだけ多くの方々を巻き込んで変革を達成する工夫があるかどう

かである。トップダウンで当事者意識に乏しい変革は、結局のところ実現

しない。暗い未来を強調するだけでは、不十分なのではないかと考える。 

 たとえば、成長の実感を皆が持つと同時に、その成長に甘んずることな

く次のステップにつなげる、積極的な働きかけが必要である。例えば、長

寿は一つのプラスとしての結果だと思うが、必ずしもプラスだけにはなら

ないという負の側面も同時に持っている。つまり、一つの選択をすれば、

良いことと悪いことが常につきものだが、ある程度希望を持ちつつ、大胆

な選択、つまり、リスクの高い選択をする意味を共有してもらえるような

後ろ盾を用意しないと人々は実際の変化についてこようとしない。ここで

は若い人たちとか子供たちのことが頭にあるが、将来を選択するのは一握

りの人ではなく、他でもないあなたたち自身であるという自覚を少しでも

芽生えさせるような工夫が必要である。 

（石黒委員）私が言っているのは、例えば暗い未来をイメージしながら政策を

つくるということではなく、暗い未来が例えば５％の確率で起こるとすれ

ば、そこも潰しておかなくてはいけないということ。法規制などを柔軟に

もっと幅広く変えていくとかという方法で、そのリスクも潰せるような形

にしたいというのが私の意見である。 

（三村会長）逆に言えば、我々の委員会はどうアプローチすべきか。 

（白波瀬委員）成長という言葉は強さとか勝ち抜く、といったイメージがつき

ものであるが、成長そのものの意味も今一度考える必要があるであろう。

その意味で私はこれまでの成長のイメージにとらわれることなく、しなや

かさを含んだ「成長」を思い描いている。私の個人的な意見としては、社

会として次の世代に優しい、という側面はどこかで残してもらいたい。や

さしいということは甘やかすということではないし、また福祉のありよう

もこれから新たに検討する時期に来ている。福祉や環境という分野はこれ

からの産業となる可能性も高く、新たな市場となっていくであろう。そこ

では、福祉と競争が単一の軸の上に位置する両極端とならない、もう一つ

の組み合わせが生まれるのではないか。たとえば、少子化の問題に対応し

て、子育て支援策の充実が議論されているが、とりあえず、いまいる子ど

もたちにやさしい社会を構築してみると、結果として高い出生率の背景に

なるかもしれない。 

（増田委員）この委員会は政府に政策に落とし込んでいくための材料を提供す

ることになるので、政策に落とし込むということは、恐らく実行可能性あ
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るいは実現可能性を十分吟味するということが大事だと思う。 

 私は今一民間人なので、民間人が尖ったことをどんどん言えばいいので

はないか。 

 政府は政府として政策に落とし込むときには、やはり国民に先行きの

2040年や2050年の将来世代に対して明るい灯を灯さなければいけないので、

その中で当面、撤退だとか、縮小というような政策を実施しなければいけ

ないと思うが、それが正しい方向できちんとできれば、非常に明るい未来

が描けるというような関係になっているのではないか。 

 今までずっと拡げてきたもの、例えば居住選択はそれぞれ国民にとって

自由だが、公的にサービスを届けるところはぐっと限定をする、それを一

方で行いつつ、その上で明るい未来を描いていくといったようなことをや

っていく必要があるのではないか。 

 それから、出生率を上げることは全ての政策に優先して取り組んでいか

なければならない。そのためのやり方というのは、社会全体の構造を変え

ないとそこに向かっていかない。議論としては、私はフランスのように、

財政を注ぎ込んで正攻法でやっていくようなことだとか、あるいは移民だ

とか、婚姻制度の改革だとか、いろいろやり方はある。そういうことは議

論されても良いと思うが、常に何かその先に明るさが灯るというか、そう

いう議論につなげて政策にしていくということが必要ではないかと思う。 

（三村会長）ということは、議論としては明るさを出すというのだけれども、

具体的にはどういう明るさか。それが「選択する未来」そのものだと思う

が、どういう未来の日本を我々としては提示する、どういう手法であれば

良いか。 

（増田委員）少し先の議論になるが、成長する国家というときに、東京が世界

の都市間競争に勝っていくような姿はどういうものかということと同時に、

恐らくそこに多くの電力を供給したり、多分これからも人的な資源を東京

に提供することになるだろう。提供する側の地域の将来というのはまた別

に書いていかなければいけない。ここで大胆に物差しとか尺度を切りかえ

ないと、後段の地方の将来というのはなかなか描けないのではないかと思

う。東京と地方の姿というものを同時に提示していく。そういう２つ、そ

こは分けて考えていったらいい。 

 あと、時間的にも一遍に2050年に向けて、一気通貫でいろいろなことを

積み上げていくということよりは、やはり一度相当厳しい状況をくぐり抜

けてその先に明るい未来が出ていくと思うので、縮小、撤退のようなこと

を2030年、2040年までにどこまでできるのか。そこができれば、その先に

次の活躍する世代がいろいろとできる。 
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 2030年、2040年までに9,000万人を切る、8,000万台にまで今から4,000

万人ぐらい少なくなるのは間違いないと思うので、そこで一体どういう経

済活動だとか生活ができるのかというのはきちんと見ていくことが必要だ

と思う。 

（深尾委員）そのとおりだと思う。先ほどの増田委員のお話というのは非常に

分かりやすくて、一方で、東京以外の地域の魅力というようなものをモデ

ルなき時代の課題をばねにどうチャンスに変えられるかということは非常

に重要だと思う。それは多分、例えば今若い世代が農業で生きていきたい

という方はかなりいる。私の勤務する龍谷大学も2015年に農学部をつくる

が、この時代に農学部ということは、私は意味があると思っている。 

 TPP時代で農業はだめになるのだという一方的なことではなくて、多分そ

ういう生き方を問い直すとか、先ほど言った生業を問い直すみたいな話は、

実は若い世代にはしっくりくる。それは逃げるということではなくて、果

敢にチャレンジしていく。この逆境の中で、ある意味でそういうところに

価値を見出している若い人たちがいるということは日本の希望だと思って

いる。そういうところをどう引き延ばしていくかということは、先ほどの

縮小撤退のプロセスに、ある意味で創造的プロセスや新しい価値を付与し

ていくプロセスをいかに並行して走らせていくかということなのだろうと

思う。 

 そういう意味では、集積をしていくプロセスの中で、生き方や暮らし方

を問い直して、私は「しなやかさ」だと思う。先ほどの優しさというとこ

ろでいくと、しなやかな地域社会というものや日本の社会というものがつ

くれると面白いし、そういう過程で、一方では、なぜこれだけ自殺する人

たちが多い国になってしまったのかということも非常に大事な問題だと思

う。少し減少しつつあるが３万人。これもWHO基準で統計をとると10万人ぐ

らいになるというような話もある。そういう意味では、生き方や暮らし方

みたいなものをお客さん化してしまっている。例えば公共サービスの受け

手として消費者としてのフリーライダー化している人たちをどう当事者と

してある意味で参加を促していくのか。全員野球をどういうふうに日本と

して明るい未来に対してやっていくのか、というところの参加の糸口をど

うつくっていくのかということは、非常に大事なことだと思う。 

 一部の人たちがいろいろな物事を決めたりとか、ついてこいという話だ

けではなくて、いろいろな形で関われたりとか、チャンスがあるというよ

うなことが、これからの今の議論を聞いていても非常に大事だと思った。 

（三村会長）明るい未来というのはどういうイメージか。 

（深尾委員）私は明るい未来というのは、やはり多様な価値観の中で、かつそ
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れぞれが活躍できる社会だと思う。これはいわゆる「成長」という言葉の

捉え方も非常に大事で、グローバルな中で確かに勝ち抜いていかなければ

いけないという話と、同時に私などは地域づくりなどをやっていると、地

域の中でいかに認め合えるか。お互い支え合えるか。ともに助け合えるか

というようなことがあると実は安心できる。だから、社会保障なども含め

て、ただ単に給付をすることが社会保障ではなくて、安心して生活ができ

れば良い。そういった観点での「地域の成長」は議論する必要がある。 

 そうすると、今の個人資産などの行方も含めて、そういう仕組みが地域

の中にあれば安心して死ねる。看取りも含めて、そういうある意味での食

糧生産もそうだが、そういうコミュニティをいかに形成していくか。それ

と対グローバルなところでの競争というものをどう共存させていくかとい

うようなことを、少し生き方や暮らし方とともに考え直していくというこ

とが、非常に大事なのではないかと思う。 

（吉川委員）私は明るい未来派。人口が減っていくのは大問題だと思っている、

もっと大胆に政策を講じるべきだと、私も思っている。 

 ただ、世帯の豊かな国、一人当たりのGNI、GDPが高い国を挙げていくと、

ノルウェー、スイス、スウェーデン、デンマーク云々、人口大国では必ず

しもない。だからいいのだと申し上げているのではない。減っていくのは

問題だと申し上げている。私が明るい未来派だと考えている根拠は、この

委員会で会長が大きな論点としてデモクラフィーを挙げられたが、まさに

高齢化こそが大きな環境変化だと思う。 

 これで私は世の中全てが全とっかえになると思っている。またならなけ

ればならない、必ずなると思っている。全てという意味は、建物、交通手

段、自動車、公共の交通、流通、都市のあり方、もちろん医療のシステム、

ありとあらゆるものが全とっかえになって、それこそがイノベーションの

種ということだと思う。 

 イノベーションというのは必要がなければ必ずしも変わらなくていいと

いうことになるわけだが、昔から「必要は発明の母」という言葉があるが、

まさにそのとおりで、高齢化によって全てが変わる。これを担う、イノベ

ーターというのは、やはり先進国、具体的には日本、アメリカ、ヨーロッ

パだろうと想像している。日本がやらなければ他の国がやる。つまり、ア

メリカあるいはヨーロッパの国が先に出るということだと思うが、日本が

全てナンバーワンというのではないかもしれないが、日本はまだ先頭グル

ープには私はいると思うし、たまたま今日、若い女性の研究者がまた万能

細胞ですばらしい研究をされたというニュースがあり、本当にすばらしい

なと私も思った。日本はポテンシャルが当然あると思う。 
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 繰り返しになるが、これからは全て全とっかえ、この委員会の50年で全

てが変わるわけなので、もう今私たちの想像を超えるようなイノベーショ

ンがたくさんあると思う。日本はそれを生かし得る立場にある数少ない国

の１つであることは間違いないわけで、そういう意味で私は明るい未来派

である。 

（西村副大臣）50年先であるから、普通の審議会のように、役所が大体シナリ

オをつくってそれをオーソライズしていただくような、そういう会では全

くない。50年先は誰も分からない。数字的なことは増田さんが言われた、

あるいは我々がデータを示したように、これは材料を提供するし、いろい

ろな危機感も是非共有していただきたい。一方で、日本のいいところもい

っぱいあるので、そうしたところを踏まえながら、基礎にしながら、しか

し、未来をどう切り開いていくか、どんな選択があるのか、是非広く考え

ていただいたらいいと思っている。こういうことはもう言わないでおこう

とかということではなくて、考えられる政策は是非、あるいは考えられる

方向性は是非幅広く出していただきたい。その中でもちろんできることも

あるし、国民的な議論を経ないとできないこともあるし、いろいろなレベ

ルがあると思うので、それはそれでやり方はまた今度は政治の立場で考え

ていかなければいけないと思うので、是非幅広く出していただきたいと思

っている。 

 特に目先のことはいろいろな審議会もあり、親委員会の経済諮問会議も

あり、競争力会議もある。もうやっていっているので、むしろ中長期的に

何に着手しなければいけないのか、もっと大胆な全とっかえとおっしゃら

れた国のあり方そのものを、場合によっては8,000万になるが、それでもま

だ大きいとすれば1,000万人ずつの８つの国に分けて連邦国家にしてもい

いのかもしれないし、そういうところまで含めて、是非大胆な御意見をい

ただいて、それをどう実現していくか、実現するために国民的な議論が必

要かというところは、さらに次の課題だと思う。 

 数字だけ見ると非常に厳しい人口減、地方はどうなっていくのかという

非常に暗い、あるいは本当に雇用を維持できるのか、雇用とか考えると本

当に頭が痛くなるようなことがたくさんあるのだが、日本は過去いろいろ

なことがあって、それを乗り越えてやってきたし、まさに今の時代を見れ

ば長寿を実現してきたし、これだけ治安のいい国はないわけだし、技術も

また新しい技術がどんどん出てきており、明るい話もいっぱいあるわけだ

から、それをどう未来に生かしていくのか、あるいは新しいそういうもの

をどう創っていくのかというところを是非御議論いただいて、実績のある

先生方から若い深尾委員とか、今回欠席の加藤委員とか、あるいはワーキ
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ング・グループの若い人たち、もう幅広い、できるだけユニークなことを

言っていただける人を集めたというか、お願いしたつもりなので、是非そ

んな意見も吸い上げていただいて、未来に向かってのそういう選択を示し

ていただければと思う。 

 そんな中で二つだけ申し上げたいと思うが、一つは「変化するものだけ

が生き残る」というダーウィンの言葉だが、やはり日本社会は閉塞がある

のは変わらないといけないので、これをどう変えていくのかというのは政

治の役割だが、それを是非変化と変革、全とっかえというところだと思う

ので、それをどうやってこれからやっていくのか、それで新しい未来を切

り開いていくということだと思う。 

 ２つ目に、成長という言葉のお話もあった。規模の追求だけではないと

いうところに来ているのだと思う。もちろん、世界で伍していくには規模

も必要。それは一定のそういうこともやっていかなければいけないのだが、

一方で、それだけではなくて地域あるいは個人、大きくはないけれども、

世界に伍していくようなことをやっている人もいる。地域だけ、あるいは

誰かだけが認めてくれているというような生き方もあるし、それは非常に

大事なことで、そういう人たちがいないと全ての人が世界のトップリーダ

ーになれるわけではないので、それぞれ持ち場持ち場で社会を支えて、そ

れを包み込むような社会というのは白波瀬委員が言われたとおりだと思う

ので、そういう意味で何か価値観が変わってきている。グローバル化に対

してどう対応するかという大きな課題にも我々は対応していかなければい

けないので、その辺はそれで最先端のところを戦っていくというところ。

一方で、全てがそうはいかないわけなので、日本全体の中でそれぞれ持ち

場持ち場をどう生きがいを持ってやっていただけるのか、そういう未来を

つくっていくのかというところを、是非御議論いただければと思っている。 

成長していくということは大事だし、豊かになるということは大事で、

豊かさを感じる、幸せを感じるということは大事。単に金銭的な何万ドル

というだけではないものも我々の日本社会の中にはあるので、それを是非

大事にするようなところもお考えいただければと思う。 

（三村会長）成長に関しては議論が必要かもしれない。私はいろいろな矛盾を

解決するのは、成長によってのみしか国家レベルではない。だから、輝か

しい未来というのはどういうことを意味しているのかということの中で、

成長というのをどう扱えばいいのかというのは１つの議論かもしれない。 

（小泉大臣政務官）50年後の未来ということだと、私はそのとき82歳である。

だから、平均寿命はちょっと男性が伸びれば、私はそのときに生きている

か死んでいるか、ちょうど際どいラインのときだと思う。私は結構50年後
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ぐらいは日本の新たな出発点になり得るなと思っている。１つは、そのと

きまでに福島の原発の廃炉はやっておかなければならない大きな課題で、

本当に新たな日本をこれからもう一度つくろうといった１つの時期にもな

る。 

 そういった中で私は是非皆さんにお願いしたいのは、若い人がより活躍

できる素地と環境、制度、そういったものをどうつくるかということを是

非取り組んでいただきたい。それはなぜかというと、「今どきの若者」は

という言葉がある。あれは大体ネガティブな意味で今どきの若者というの

だが、私は今どきの若者は本当にすごいと思っているのは、かつての若者

と今の若者は全く条件が違って、新しい技術に適応できるのは若い人ほど

適応できる。生まれながらにインターネットは当たり前、YouTubeもGoogle

も、FacebookもTwitterも、タブレットもスマホも当たり前。そういった中

で出てくる発想というのは32歳の私などが若いと政治の世界で言っている

のがばからしくなるぐらい発想力が豊かである。 

 だから、これからイノベーションや技術革新のスピードがかつての10年

間では考えられないほどの速い速度で、どんどん技術も新商品も生み出さ

れていく中で、それに適応できるのは若い人たちだと思う。その若い人の

持っている新たな発想が、しっかりと社会の中に取り入れられていくとい

う環境をつくっていくことが、すごく大事だと思っている。 

 そして、先ほど深尾委員が課題を解決するというのは若い人に合ってい

るという話をしたけれども、私も全く同感で、私もまだ若いという部類で

あえて言うとすれば、ちょうど10歳のときにバブルが弾けていて、それか

ら20年間、今までずっとデフレだったわけで、バブルの話を人からされて

も全く理解ができない。その環境がどうだったかということが、むしろ難

しい課題や厳しい課題があるのが当たり前という中で育ってきているので、

ふわふわした話をされるよりも大丈夫だよという話よりも、課題があるの

だからと、それはきちんと取り組もうと。そういった構造的な課題をこの

ままうまくいけば自然に回復してしまうのではないのかという議論の方が

理解できないと思う。 

 だから、よく若い人たちと大学生とかとの講演とか議論とかあるときに

私が最初に言うのは、課題を解決することは夢になると思う。若い人たち

にとってはなる。むしろ、日本が抱えている課題というのは、世界最先端

の課題で、これを解決すれば、これから同じような課題を抱えてくる国々

が日本のことを研究してモデルになって、そういったことができるのだと。

これは世界に対する貢献だと、そういったものでしっかりと、そういった

課題を明確化して、その課題を解決するためにはどういったアイデアがあ
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るのか。そういったところにも若い人たちの意見を取り込んでいく、そん

な中長期のビジョンを示していただきたい。 

 特に、私は今内閣府の政務官と復興の政務官の方も兼任しているのだが、

復興の被災地のことを見ていると、先ほど増田委員からの研究のことが現

在進行形だということをよく感じる。だから、今、真の復興は何かと考え

たときに、このままいくと、でき上がるものはぴかぴかだけれども、その

町に残るものは何なのかと。若い人は減る、産業も育たない。それは本当

に復興なのかという危機感も持ちながらだが、被災地に対しても、今日の

「選択する未来」の議論が前向きな方向で形づけられれば、そういった地

域にも自分たちが目指すべき方向性と課題に対して前向きに解決すること

が、結果として日本全体、そして世界に対しても良い例をつくることがで

きるという刺激にもなると思うので、是非先ほどの石黒委員のような、刺

激的で、かつ国際競争の中で嫌かもしれないけれども、変化を強いられる

って誰でも嫌なことだけれども、向き合わざるを得ないことに対してどう

いう解を出すのか。そして、その中でも白波瀬委員、また深尾委員の言葉

で言うと、しなやかさとか優しさとか、そういったものを兼ね備えた議論

をどう展開して、吉川委員のような未来派の議論に前向きにつなげていけ

るのか。そういったことを是非御示唆いただきたい。  

（白波瀬委員）今お話を伺って、ポイントは２つあったと思う。１つは、若い

人たちが勝ち抜いていける素地を整備するということだったと思うが、若

い人たちだけに特別枠を差し上げても事はうまくいかない。つまり、若い

人の問題も、上世代を巻き込んで、長寿化している高齢者も含めたところ

で議論することが望ましい。言い換えれば、少子化の進行に伴い量的に少

なくなっている若い人たちのことを、全体の中で議論し検討するというこ

とが、これは今まで見えてこなかった視点を入れることにも通じるのでは

なかろうか。 

 また、課題と言ったときに、その中身は一様ではない。つまり、今回3.11

が起こったときの１つの非常に重要なポイントは、日本が同質ではないと

いうことである。ある意味局所的なところでの被災だったので、残念なが

ら記憶が薄らいでいる人たちだっているし、実際に3.11に対して当事者意

識を共有できない人たちもいる。そういう人たちを攻めるというよりも、

自然には様々な課題を共有することは難しいということである。多数派に

正当性を与えるパラダイムから脱却し、少数派のための多数派という枠組

みをつくらなくてはいけないと強く思った。特に、復興とも関連するが、

部分/局所の問題を社会全体としてどう位置づけるかの枠組みが非常に大

切である。あと、いろんな問題が山積する中、当面、重点的に議論・検討
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する課題を設定することも必要なのではなかろうか。直接政策に関与する

ことはないにせよ、課題に優先順位をつくらないと総花的な話になってし

まう危険があるように感じる。 

（石黒委員）皆さんの御意見を伺っていて、小泉政務官が仰ったように、50年

先の未来でピカピカなものをつくっても、例えば今直近の10年で、違った

方向に行っているものがあるとすれば、つまり、右の線路を選ぶのがピカ

ピカの未来だとしても、今、左に行ってしまっているというのがあるとす

れば、やはりそういうものも指摘していかないといけないと思う。 

 ですから、ビジョンに戦略があり、また、実現可能性がありというとこ

ろを議論に加えていかないといけないのではないかとも思う。例えば簡単

な例で私が普段思っていることは、今、保育所は本当に足りないというこ

とである。会社の女の子たちは出産すると帰ってこない。保育所が足りな

いから、という現実があるのだが、一方で、保育所に入った場合、日本は

とにかく８時までやっている、９時までやっているところを増やそうとし

ている。それが女性の働ける１つの道だという形で、保育所の延長という

流れになっていると思う。 

 しかし、私のいたシリコンバレーは保育所は６時に全部閉まっていた。

でも、みんなが迎えに行く。男性も、とにかく６時、５時以降仕事をしな

くて、みんな迎えに行ける社会であった。そうでもしないと、今のままで

は、女性の身体はもたない。ですから、この50年先に例えば24時間やって

いる保育所があるからいいという国を、今のままいくとつくってしまいそ

うに思える。これはすぐ軌道修正しておかないと、本当に女性の身体はも

たなくてというようなことも議論をしておかなくてはいけない。 

（吉川委員）今の石黒委員の御意見にただ私もセカンドしたいと思う。我々の

この委員会の報告書とか提言、それはそれで今までお話があったとおり、

長期的なビジョンでということでやると思うのだが、政治家の方々あるい

は政府には、それを足下でも生かしていただきたい。やることがはっきり

していることはたくさんあるわけだから、健康長寿ということだと、地域

医療、そういうようなものがすぐ関係してくる。足下の問題はあると思う。

女性のワーク・ライフ・バランスの問題もあったが、このような問題とい

うのは足下の問題としてあるわけであるから、これは50年を待たずに、足

下でも早めに片づけるというのか、１つだけもう少しお時間をいただくと、

そういう点でもよく言われるように日本は遅いということ。これは何十年

前か、戦後長いこと続いた固定相場、ブレトン・ウッズが終わって変動相

場に移ったわけだが、そのときに有名なアメリカの経済学者が新聞記者か

ら、「何十年続いた自然の摂理とも言っていいような固定相場が終わる。
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一体何年かかるのか」と聞かれて、その経済学者が答えたのは、「イッツ・

テイクス・ア・セカンド」ということ、１秒と。これはそのとおりで、固

定相場というのは政府が決断して、要するに介入をもうやめるということ

を誰かが決断して実行すれば、自動的に変動相場に移るわけで、その経済

学者が答えたとおり、ア・セカンドの問題である。 

 これはもちろんそういう例で、全ての問題がア・セカンドでいかないで

しょうが、しかし、要は決断すべき人が決断をして、変わるべき方向に変

わるという点で日本はかなり遅過ぎると思う。 

（増田委員）先ほど会長が仰ったのだが、成長という中身を議論するのは必要

だと思う。そのことと同時に、私は先ほど人口減のこれからの起こり得る

要素というのをできるだけ客観的に申し上げたつもりなのだが、皆さん方

も多分同じ考えではないかと思うのだが、人口減が悪いことに直結するわ

けではなくて、過密を解消するという意味では、それなりの効果はあると

思う。要は、例えば八千何百万とか9,000万ぐらいのある種成熟国家として

国民生活を支えられそうなところを通り越して、今の傾向だともうすぐ

5,000万に行ってしまうという、そこが多分一番問題のところなのだろうと

思う。 

 ですから、これから１億2,800万から8,000万ぐらいまで戻した後に安定

させることが本当に可能なのかどうかというようなことを多分考えるとい

うことではないかと思う。ここも議論が必要だと思う。そういう人口減と

いうのを良いこととして捉えるのか。これは二項対立ではない。良いこと

なのか、悪いことか、あるいは人口減の本質を一体どういうふうに考えた

らいいのかと。そのあたりを議論していく必要があるのではないかと思う。 

 結局、地域から見ると、私は最終的にはここで導き出すのは拠点、いろ

いろと踏ん張りどころをつくって、そこで自立的に回る経済のようなもの

を考えられないかなと思っている。岩手の知事をしていたときに結構年輩

の人たちは、若者が岩手に残っているのは負け組だと、東京に行くのが勝

ち組というような価値観があって、息子が東京に行かないからだめなのだ

というような考えがあったように思うのだが、そういうことではなくて、

多様な価値観を前提に社会の在り方を考えるということ、本当にこれから

政策に落とし込んだときにスムーズに行くのか。高齢の人たちには、とに

かく若い人たちの活動、先ほど政務官が仰ったように、若い人たちの活動

を温かく見守って支援をするということは是非やってほしいのだが、それ

から先まであまり口を出されてしまうと全部潰れてしまうので、そういう

社会をきちんと描ければと思った。 

（深尾委員）先ほど政務官や増田委員が仰ったこともそうだが、もうあまり東
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京に行く必要がなくなってきているのも事実である。いわゆるネット等の

発達によって、やはり情報の流れ方が変わってきているから、ある意味で

あくまで東京に行かなくても済む。ただ、今の経済的な状況や仕事という

ところでいくと、当然増田委員の分析のように流れてきているのだけれど

も、そういう意味ではそういう流れ方や価値みたいなものもある意味で変

容してきているのだろうと思うので、そういうところで地域社会の中でど

ういうふうに、「地域社会なりの成長の仕方」みたいなものをきちんと議

論しなければならない。先ほどの白波瀬委員の話でいくと、地域も実は課

題は何か分かっていない。課題を見抜く力とか課題は何かということを考

えることを地域社会はしてこなかった。これは政策的にもそうだと思う。

公務員研修などをしていても、自分たちの町の課題は何なのかということ

が分からない。これは国が決めた政策を地方は焼き直してつくっていれば

よかった時代が長らく続いてきたことも一因である。 

 そうすると、自分たちでも町の本当の本質的な課題は何なのかというこ

とを考えることをせずに、政策というものを展開してきた。そこに実は今

非常に大きな問題があって、市民もそうだし、自治体もそうだと思うが、

そういう力をもう一回取り戻しながら自分たちの町に合った、先ほど課題

は一様ではないというところは多分にあるので、そういうトレーニングを

してこなかった私たちの町の形というものをどうやって未来に向けて変え

ていくかということは今の議論を聞いていて非常に強く感じた。 

（三村会長）今日は結論を出す会ではない。いろいろな多様な考え方の中で、

我々の議論はこれからどう進めていくのかということ。ただ、大きなポイ

ントとして、１つは人口動態というのは我々の考え方の１つのベースにな

るだろうなと。これはきっちり踏まえておきたい。それは全体と同時に地

方の人口動態ということも含めて考えたい、これは１つ言えると思う。 

 ２番目として、危機をどう提示するかという問題だが、私自身はプロセ

スとしては、それはそれとしてきっちりこのままいったらどうなるのかと

いうことは踏まえたい。これはプロセスであって結果ではないわけで、そ

の結果、恐らく何らかの大胆な発想あるいは提案ということも出てくるの

ではないだろうかと思うので、それはそれとして踏まえておきたい。 

 もう一つは、国全体のことと同時に、地方のあり方というもの。これは

どうやら国民の幸せということに関しては非常に大きな影響を与えるとい

うことだと思うので、このこともあわせて、さて、どうしたらいいか。私

自身は、日本商工会議所の会頭であって、役割は、１つは中小企業の発展

をどうするか、それから地方の発展をどうするのか。役割は２つあるわけ

だが、特に後者については、どうしたらいいのか、むしろ悩んでいる状況
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であるので、そういう意味でも、この場からそういう結論が出れば非常に

ありがたいと思う。 

 あとは、もう少し今日いただいた意見をベースにして、事務局と私の方

で次回以降を考えてみたい。各ワーキング・グループに落とすにしても、

もう少しここでの議論をある程度方向性を１つにしないと、いきなり各ワ

ーキング・グループというわけにはいかないと思うので、こういうことも

考えてみたい。 

できるだけ直近で、次回、第２回を開かせていただきたいので、お忙し

いと思うが、よろしくお願いする。今日は第１回、これで終わらせていた

だく。熱心な議論を感謝申し上げる。 


